
 

（令和５年度補正予算「インド太平洋経済枠組み（IPEF）協力推進事業」） 

「公平な競争環境確保および政策提言に向けたASEAN通商・産業政策調査」に係る 

企画提案方式による公募について 

 

１．事業趣旨・目的 

近年のASEANは、世界平均を上回る経済成長が見込まれる一方、米中対立の長期化やロシア・

ウクライナ戦争、中東情勢の緊張といった地政学リスクの影響を強く受ける地域となっている。

特に米中対立を背景としたサプライチェーン再編の進展により、ASEANは「チャイナ＋1」や「脱

一極集中」の受け皿として、製造業・ハイテク産業投資の集積地としての戦略的重要性を一層高

めている。 こうした国際環境の変化を受け、ASEANでは進出日系企業を取り巻く競争環境が質的

に変化している。従来、日系企業は自動車や電機分野を中心に、品質・信頼性・長期投資を基盤

とした競争優位を確立してきた。しかし近年では、中国企業や欧米企業がASEAN市場への関与を

一段と強め、価格競争力、政策適応力、スピード感を武器とする新たな競争構造が顕在化してい

る。とりわけ、自動車（電気自動車：EV）や半導体といった戦略産業分野においては、各国政府

が経済安全保障や脱炭素を意識した産業政策を積極的に展開しており、企業間競争のみならず、

政策環境そのものが競争条件を左右する時代となっている。 

ASEAN主要国では、EVや半導体といった次世代産業を国家成長戦略の中核に位置付け、通商政

策、投資優遇策、国産化政策、環境・脱炭素規制などを組み合わせた包括的な政策対応が進めら

れている。例えばタイは、2030年までに国内自動車生産の30％をBEVとする「30/30」目標を掲

げ、完成車・主要部品の輸入関税免除、補助金支給、法人税優遇を通じてEV投資を誘致してい

る。またインドネシアは、ニッケルを中心とする鉱物資源を背景に、EVバッテリーの下流産業育

成と国産化義務を組み合わせた政策を進めている。半導体分野においても、マレーシアやベトナ

ム、シンガポールが後工程拠点や設計・研究開発機能の誘致を進め、米国や日本、欧州との連携

を通じた供給網多角化に積極的である。これらの政策は、雇用創出や産業高度化に寄与する一

方、外資企業に対して現地調達率要件、技術移転要請、環境対応コストといった新たな負担を伴

うケースも増えている。 

地政学リスクへの対応および国内市場の景気低迷を背景に、中国企業によるASEAN向け貿易・

直接投資は近年加速している。特にEV分野では、中国メーカーが低価格モデルを武器に急速に市

場シェアを拡大し、タイやインドネシアではEV販売の大半を中国系ブランドが占める状況が生ま

れている。その背景には、中国政府による長年の産業支援策、過剰生産能力の海外放出、欧米市

場における対中規制強化などがある。ASEAN各国政府も雇用創出や産業育成を期待して中国企業

の投資を歓迎してきたが、結果として補助金の公平性、現地企業のサプライチェーン参入、過度

な価格競争などを巡る課題が顕在化している。 

これにより、自動車産業を中心とする進出日系企業にとっては、市場原理に加えて政策設計・

運用の公平性をいかに確保するかが喫緊の経営課題となりつつある。とりわけ、補助金制度や国

産化義務の適用における透明性確保、原産地規則や通商措置の恣意的運用の回避は、事業継続性

の観点から重要性を増している。 

またこの地域では、インド太平洋経済枠組み（Indo-Pacific Economic Framework for 



 

Prosperity, IPEF）サプライチェーン協定及びクリーン経済協定に基づき、参加国間で、サプラ

イチェーン、クリーン経済等の分野で協力を進めていくこととしている。ASEANのうち、今回の

調査対象国は全てIPEF参加国であるため、各国の競争環境の変化を分析し、政策設計・運用の公

平性を担保することは、日本企業に資する形で、IPEF参加国内のサプライチェーンの強靱化やク

リーン経済の推進に貢献することとなる。 

本調査は、こうした背景を踏まえ、ASEAN主要国における通商政策・産業政策・投資制度の最

新動向を体系的に把握し、進出日系企業のビジネス環境における課題を明確化することを目的と

する。具体的には、EV・半導体など戦略産業分野を中心に、各国政策が企業活動に及ぼす影響を

分析し、競争環境の歪みや制度運用上の課題を抽出する。 

抽出した課題については、客観的データと現地ヒアリングを踏まえた分析を行い、課題解決お

よび進出日系企業の公平な競争条件の確保に資する政策提言を立案する。これらの提言は、必要

に応じて現地政府関係者や関係機関への説明・意見交換に活用し、ASEANにおける日系企業のビ

ジネス環境改善につなげることを目指す。 

政策提言の発信・活用の場としては、ASEAN各国政府要人が参加する経済閣僚級会合（例：

AEM-METI）や、日本政府（経済産業省）による二国間・多国間会談を想定する。これらの場にお

いて、民間企業の視点を踏まえた具体的な制度改善提案を行うことで、政策対話の質的向上に貢

献することが期待される。また、本調査の成果は、AEM-METIにおける日ASEANのサプライチェー

ン強靱化協力の方向性検討にも資する。 

このように、本調査は単なる現状分析にとどまらず、ASEAN地域における日系企業の持続的な

事業展開と、ルールに基づく公正な経済秩序の構築に資する実践的な政策インプットを提供する

ことを最終的な目的とする。 

 

２．業務内容 

日アセアン経済産業協力委員会（AMEICC）より事務局を委任された一般財団法人海外産業人

材育成協会（AOTS）から委託を受けて、本事業の受託者は以下の（１）～（３）の業務を実施

する。具体的な実施内容、実施方法については、提案によるものとし、実施にあたっては、

AMEICC事務局、経済産業省通商政策局アジア大洋州課、同局経済連携課とよく相談をした上で

最終的な方針の決定を行う。なお、提案にあたっては以下に留意すること。 

 

（１）対象とする国・事業領域に関する調査・分析 

 調査対象国は、インドネシア、タイ、ベトナム、フィリピン、マレーシア、シンガポールとす

る。各国における製造業全般、自動車、エレクトロニクス（半導体）、再生可能エネルギー（太

陽光・水力・風力・バイオ燃料・水素など）の産業分野について、文献調査と関係者・有識者な

どへのヒアリングなどを通じて実施する。分析対象となる政策領域は、上記産業分野における各

国の政策概要・目標（目指す産業の姿、定量目標など）や貿易（関税〔原産地規則〕、非関税障

壁〔税・課徴金、貿易規制・許認可など〕）、投資（外資参入規制、インセンティブなど）、国

産化要件（ローカルコンテンツ条項）を含む。なお、業務委託費の範囲内において、上記以外の

調査・分析対象国や産業分野、政策領域を加えた提案も可能とする。ただし、AMEICC事務局、経



 

済産業省通商政策局アジア大洋州課、同局経済連携課と事前の擦合せを経て調整するものとす

る。 

 

（２）各国政策の比較検証および企業への影響分析 

① 政策の比較検証を通じた競争環境の可視化 

（１）の調査・分析を通じて特定した政策領域を国毎に比較することによって、個別の産

業分野に関して、どの国が投資誘致上有利・不利なビジネス環境を有しているのかを明らか

にする。例えば、自動車分野における非関税措置（関税以外の物品税の扱いなど）や半導体

分野における投資優遇（補助金・融資制度の有無）、再生可能エネルギー分野における支援

策（導入促進策、第三者アクセスの有無）に関する比較を含めて、各国の産業・通商政策の

立ち位置を明確にする。通商政策については、自由貿易協定（FTA）を含めて、二国間・多

国間の貿易・投資関連枠組みなどによって、日本をはじめ、特定の国・地域が有利または不

利な競争条件におかれていないかに注意する。 

 

② 政策が企業活動に与える影響分析 

①で可視化した政策の相違が、各国で操業する企業活動にどのような影響を与えている

か、具体的な事例（全体を通じて5つ以上の事例を盛り込むこと）を交えて考察する。分析

対象とする企業・産業（個社名が出しにくい場合は国籍や業種などを記載すること）は、対

象国で貿易・投資を行う日系企業にとどまらず、外資企業（欧州・米国・中国・韓国・台湾

企業など）や地場企業を含む。さらに、同一国の同一制度下であっても、企業の活動内容の

差異によって競争環境に差が生じる事態についても考察を加える。例えば国産化（現地調達

の推進）の程度の違いによって現地政府から付与される恩典に差が生じるケースや、提供す

る製品・サービスに関わる環境性能の違いによって課税措置上異なる待遇を受けるケース、

投資する業種や現地に提供する技術移転などによって異なる投資優遇を得るケースが想定さ

れる。 

 

（３）公平な競争環境に向けた各国関係者への提言 

 本事業を通じて得られた示唆をもとに、多国籍企業、特に日本企業にとって公平な競争環境の

確保に向けた方策をとりまとめ（説明資料の作成を含む）、その実現に向けたアクションの担い

手となり得る各国政府（地方政府も含む）や関係者に対する提言を立案する。立案においては、

競争環境に影響を及ぼしている現状制度を踏まえ、それを是正するための方策を検討する。検討

においては、日本や欧州（EU）、米国など他国制度で参考にできるものがあれば、同制度を整理

したうえで、提言において参照するようにする。提言内容については、産業界にとって公平な競

争環境の確保という観点に加えて、提言先となる調査対象国政府が受け入れるメリットがあるも

のとなるように考慮する。メリットには、投資環境改善に伴う外国直接投資（FDI）の拡大のほ

か、雇用創出や技術移転、脱炭素の推進、デジタル経済への移行、人材育成等が想定される。 

 

（４）留意事項 



 

・２．（１）から（３）に記載の内容に限らず、より優れた提案内容や手法がある場合は、自由

に提案して差し支えない。 

・受託者においては、２．（１）の調査対象国におけるネットワークを有し、各国現地での情報

収集や連絡調整等の柔軟な対応ができることが望ましい。また、本事業の実施にあたって

は、AMEICC事務局、経済産業省通商政策局アジア大洋州課、同局経済連携課ともよく連携す

ること。 

・事業の進捗状況については、AMEICC事務局、経済産業省通商政策局アジア大洋州課、同局経済

連携課からの指示に応じて適宜報告を行うこと（必ずしも週例や月例での定例報告を求める

ものではない）。 

 

３．成果物 

（１）以下の事項を含んだ事業報告書（特段定めのない限り日本語）： 

・２．（１）で実施した調査・分析の結果をまとめたレポート（分量は30ページ目安のパワーポ

イント） 

・２．（２）で検証した政策比較の一覧（分量は30ページ目安のパワーポイント） 

・２．（３）で検討・作成した提言資料（公表を前提に、日本語・英語で作成）（分量は計40ペ

ージ目安のパワーポイント形式） 

・上記成果物の要点を整理した概要資料（10ページ以内のパワーポイント形式） 

（２）納品形態：電子媒体 

（３）提出期限：中間：2026年12月16日（水）、最終：2027年3月29日（月） 

（４）提出場所：以下の①、②、③が指定するデータ送付方法及び送付先に従って、それぞれに

対して提出すること。また、適宜求めに応じ、印刷物も納入すること。 

① （一財）海外産業人材育成協会 

海外統括部 海外戦略・AMEICC事務局支援グループ 

東京都足立区千住東1-30-1 

TEL：03-3888-8244 

② 経済産業省通商政策局アジア大洋州課 

東京都千代田区霞が関1-3-1 

TEL：03-3501-1628 

③ 経済産業省通商政策局経済連携課 

東京都千代田区霞が関1-3-1 

TEL：03-3501-1511（内線5261） 

 

４．契約要件 

（１）契約形態：準委任契約 



 

（２）契約方法：概算契約 

（３）採択件数：1件 

（４）契約期間：契約日より2027年3月31日（水）までとする。 

（５）予算規模：28,000,000円（消費税を含む）を上限とする。なお、最終的な実施内容、契約

金額については、採択された企画提案を確認・調整した上で決定することとする。なお、

受託者は、委託業務の全部を第三者に委託することはできない。委託業務の一部を再委託

する場合は、事前に書面による承認を得るものとする。また、一般管理費の算定は、再委

託費を除いた直接費に一般管理費率を乗じて行い、一般管理費率は10％を上限とする。 

（６）契約者：一般財団法人海外産業人材育成協会（AOTS） 

（７）支払い：事業終了時に受託者より提出される実績報告書及び本業務に要した経費の証憑に

基づき、原則として経済産業省委託事業事務処理マニュアルに従い現地調査を行って支払

額を確定し、精算払いする（円貨により銀行振込）。なお、支払額は、契約金額の範囲内

であって実際に支出を要したと認められる費用の合計であるため、全ての支出において帳

簿類及び領収書等の証拠書類が必要となる。これを満たさない支出については、支払額の

対象外となる可能性もある。 

 

５．応募資格 

（１）日本あるいは ASEANに法人格を有するものであること。 

（２）以下に該当しない者であること。 

・本事業の業務委託契約を締結する能力を有しない法人 

・破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない法人 

・指定暴力団員がその役員となっている法人 

・指定暴力団員が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力      

    を有する法人 

   ・日本の官公庁の競争入札において、参加を禁じられた法人 

（３）日本の経済産業省が所管する補助金交付等事業において不正あるいは不適切な行為等によ

り補助金交付等停止措置又は指名停止措置を講じられていないこと。 

（４）本業務を的確に遂行するに足る組織・体制及び人員等を有していること。 

（５）本業務を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理

能力を有していること。 

（６）法人格を有する国において会社更生手続き開始の申し立てがなされている者又は再生手続

き開始の申し立てがなされている者ではないこと。（手続き開始の決定後、再認定を受け

ている者を除く。） 



 

 

６．参加意思表明及び質疑 

（１）参加意思表明 

本企画競争への参加を希望する場合は、2026年9月4日（金）午後3時【必着】までに公

募申請書をE-mail添付で送付して参加意思を表明すること。 

（２） 質疑 

質疑受付期限： 2026年9月4日（金）午後3時【必着】 

質疑受付方法： E-mailで受け付ける 

質 疑 回 答 ： 受け付けた全ての質問については、2026年9月9日（水）午後4時までに、

公募への参加の意思表明をされた全ての方にE-mailにて開示する。 

 

７．応募方法 

本公募要領を熟読の上、上記５．の応募資格を満たしていることを確認し、2026年9月15日

（火）午後4時まで【必着】に、下記８．の応募書類をAOTSの大容量ファイル受送信システムを

使用して提出すること。（送信方法については個別に案内する。） 

 

応募書類の宛先 

一般財団法人海外産業人材育成協会 

海外統括部 海外戦略・AMEICC事務局支援グループ 

担当：鮎合、新井 

E-mail：kobo-amcshien-wc@aots.jp 

 

８．応募書類 

（１）公募申請書（日本語） 

（２）企画提案書（日本語） 

①様式第1 業務従事予定者の経歴、職歴、資格 

②様式第2 類似業務経験 

③様式第3 業務支援体制 

④様式第4 作業計画・要員計画 

⑤様式第5 受託業務費見積書 

（３）会社概要（事業概要）書（日本語又は英語） 

（４）直近3年分の決算報告書（貸借対照表及び損益計算書。企業の単体ベースとし、連結があ

る場合には連結決算書も併せて日本語又は英語で提出すること） 

（５）登記簿謄本（履歴事項全部証明書／3ヶ月以内のもの）（日本語又は英語）日本以外に所

在する企業は、登記事項証明書「履歴事項全部証明書」に代えて、当該国の所管官庁又は権限の

ある機関の発行する書面（本社所在地、代表者名、設立年月日を含む書類）を提出すること。 



 

※（１）、（２）は、所定の様式（当協会HPの本企画競争公告よりダウンロード可）な

お、(2)の所定の様式については、様式に記載されている項目を全て含むのであれ

ば、Power PointなどWord以外の書式で作成して提出しても良い。また、Power Point

などで作成した資料を別紙としても良い。 

 

９．審査方法 

（１）提出された応募書類に基づき、企画競争方式による審査を行う。審査は、提出書類に基づ

く書面審査によるが、場合によりヒアリング等を行うこともある。 

審査項目： 

・提案内容（提案内容の妥当性・独創性、実施方法の妥当性・独創性） 

・組織の経験・能力（類似業務の経験、業務実施能力） 

・業務従事者の知識・経験（本業務分野に関する知識、業務歴） 

（２）審査結果（採択又は不採択の決定）は、速やかに通知するものとする。なお、採択・不採

択の理由等個別の問い合わせについては応じられない。 

（３）応募書類に記載された情報については、審査、管理、確定、精算、政策効果検証といった

一連の業務遂行のためにのみ利用する。なお、提出書類は返却しないので、留意するこ

と。 

 

１０．問い合わせ先 

一般財団法人海外産業人材育成協会（AOTS) 

海外統括部 海外戦略・AMEICC事務局支援グループ 

E-mail: kobo-amcshien-wc@aots.jp 

※本件に関する問い合わせは、E-mailにて受け付ける。  

以上 


